
別紙６－１

税関様式Ｃ第1090号

年 月 日

殿

提供者（輸入者符号： ）

住所

TEL

氏名（又は名称）及び代表者の氏名

印

代理人

住所

TEL

氏名（又は名称）及び代表者の氏名

印

私（当社）が平成　　年　　月　　日に申告した輸入（納税）申告番号 により、

（平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までの間）に輸入許可（輸入許可前貨物引取承認）を受ける

貨物に対する のための担保を、下記のとおり提供します。

[個別、据置（官署別・一括）]

円 （ 保全担保に係る提供額 円 ）

円 円

　一括担保の場合、担保金額は、保証書（据置担保用）の宛先の各税関官署で輸入許可を受ける貨物に係る税額を

合算した額の支払いを保証する限度額である。

※上記の担保を預ります。

第 号 （ 担保登録票番号第 号 ）

第 号 （ 保全担保登録票番号第 号 ）

年 月 日

印

１．この担保提供書は、２部提出して下さい。

２．不要な文字は二重線で抹消して下さい。

３．※欄は、記入しないで下さい。

４．一括担保の場合の宛先は、担保を提供するすべての税関官署の長名を連名又は包括して記載して下さい。

なお、包括して記載した場合には、以後、官署追加の手続が不要となります。

５．「担保の種類及び表示」欄中「個別、据置（官署別・一括）」の箇所は、提供する担保の種類に応じ、

該当するものを○で囲んで下さい。

６．関税法第７条の８による担保の提供を命じられている場合は、「担保提供命令額」に、担保提供命令通

知書等に記載されている担保金額を記入して下さい。

なお、特例申告に係る貨物の輸入申告を行う際は、「保全担保登録番号」を使用して下さい。

７．提供する担保を関税法第７条の８による担保（保全担保）及び納期限延長又は輸入許可前貨物引取承認

の担保として使用する場合には、「担保金額」欄の（　）書に保全担保に係る提供額を記入して下さい。

（当該提供額については、納期限延長及び輸入許可前貨物引取承認の担保として使用できません。）

８．担保の解除を申請する際は、担保解除申請書とこの書類（担保登録票を含む）を併せて提供して下さい。

（注）

平 成

延滞税の額 関税法、国税通則法及び地方税法の所定の額

※本税限度額

担保金額

担　　保　　預　　り　　証

担保提供命令額

担　　保　　提　　供　　書

記

担保の種類及び表示

平　成



別紙６－２ 

税関様式Ｃ第 1115 号 

通知番号 

 

平成   年   月   日 

 

 

 

担 保 提 供 命 令 通 知 書 
 

 

 

 

                殿 

 

 

              税関長   印 

 

 

関税法第７条の８第１項の規定に基づき、下記のとおり担保の提供を命じます。 

 

 

 

 

記 

 

輸 入 申 告 番 号  

担 保 金 額                            円 

提 供 期 間  

備 考  

（注） 担保を提供する場合には、この担保提供命令通知書を提示して下さい。 

（規格Ａ４） 



別紙６－３ 

税関様式Ｃ第 1116 号 

通知番号 

 

平成   年   月   日 

 

 

担 保 提 供 命 令 変 更 通 知 書 
 

 

 

                殿 

 

 

              税関長   印 

 

 

関税法第７条の８第２項の規定に基づき、下記のとおり担保提供命令の内容を変更しま

す。 

 

 

記 

 

担保提供命令通知 

番号及び通知年月日 
 

輸 入 申 告 番 号  

（変更前） 

円 

担 保 金 額 
（変更後） 

円 

（変更前） 

 

提 供 期 間 
（変更後） 

 

備 考  

（注） 担保を提供する場合には、この担保提供命令変更通知書を提示して下さい。 

（規格Ａ４） 



別紙６－４ 

税関様式Ｃ第 2010 号 

Customs Form C No.2010 

入 出 港 届（乗組員氏名表兼用） 
GENERAL DECLARATION（USE TO CREW MANIFEST） 

(出国用 / 入国用) 
(Outward / Inward) 

所 有 者 又 は 運 航 者 

Owner or Operator                                                                   

航  空  機 

Aircraft                                  

(登録記号及び国籍) 

(Marks of Nationality and Registration) 

便   名 

Flight No.             

日   時 

Time and Date 

                 

出  港  地 

Departure from                               

(地名及び国名) 

(Place and Country) 

入 港 地 

Arrival at                               

(地名及び国名) 

(Place and Country) 

飛   行   日   程 

FLIGHT ROUTING 

(本飛行の最初の出港地から順次記載すること) 

("Place" Column always to list origin every en-route stop and destination) 

乗  組  員  氏  名  等 

CREW MANIFEST 寄  港  地 

PLACE 氏 名 

Name 

国 籍 
Nationality 

生年月日 
Date of Birth

性別 

Sex 

旅券番号
Passport number

旅 客 の 現 在 数 

NUMBER OF PASSANGER ON THIS STAGE 

     

Total 

出  発  地 

Departure place                   

乗     客 

Embarking                      

通  過  客 

Through on 

Same flight                     

到  着  地 

Arrival place                    

降     客 

Disembarking                     

通  過  客 

Through on 

Same flight                     

 

健康上の記述欄 

DECLARATION OF HEALTH 

税  関  使  用  欄 

For official use only 

機内にあって航空病又は事故以外の疾病で感染症のものにかかっていると認められる者（38℃又は

100゜Ｆ以上の発熱を有し、かつ、明確な体調不良、持続的な咳漱、持続的な下痢、持続的な嘔吐、皮

膚発疹、打撲によらない皮下出血又は怪我によらない出血、急性の錯乱のうち 1 つ又はそれ以上の症

状あるいは徴候を有する者）がある場合、及び寄港地等で降りた者の中にそのような者がある場合は、

その者の氏名及び座席番号、乗組員である場合は職名を記載すること。 

Name and number or function of persons on board with illnesses other than airsickness or the 

effects of accidents, who may be suffering from a communicable disease(a fever-temperature 38℃

/100°F or greater-associated with one or more of the following signs or symptoms, e.g. appearing 

obviously unwell; persistent coughing; impaired breathing; persistent diarrhea; persistent 

vomiting; skin rash; bruising or bleeding without previous injury; or confusion of recent onset, 

increases the likelihood that the person is suffering a communicable disease) as well as such 

cases of illness disembarked during a previous stop.                    

                                              

                                              

 

航行中における虫類の駆除又は衛生上の措置(場所、年月日、所要時間、方法)についての詳細。 

航行中に虫類の駆除をしなかった場合には、きわめて最近の駆除についての詳細を示すこと。 

Details of each disinsecting or sanitary treatment (place, date, time, method) during the 

flight. If no disinsecting has been carried out during he flight, give details of most recent 

disinsecting.                                       

                                               

                                              

 

もし要求されたときは署名及び日時 

Signed, if required, with time and date                    

(関係乗組員) 

(Crew member concerned) 

 

 私は、この入出港届に記載されたすべての事項及び添付書類が完全なものであり、かつ、私の知る限りにおいて正確にして 

真実であること及びすべての通過旅客が本便により航行を継続する(した)ことを申告します。 

 I declare that all statements and particulars contained in this General Declaration, and in any supplementary forms required to be presented with this General

Declaration are complete, exact and true to the best of my knowledge and that all through passengers will continue / have continued on the flight. 

 

 

  署   名 

SIGNATURE                             

(機 長 又 は 代 理 人) 

(Authorized Agent or Pilot-in-command) 

（規格Ａ４） 



別紙６－５ 

届出番号                                                              税関様式C第2110号 
Report No.                                                           Customs Form C No.2110 

開 庁 時 間 外 貨 物 の 積 卸 届 
Report of loading and / or Unloading 

of goods outside office hours 
平成    年    月    日 

税 関 長 殿                                                   Date:                   
              To Director of Customs                        

届 出 者 
Reporter 
住    所 
Address 
氏名又は名称                              ○印 
Name or Trade Name                       (Seal) 

 ( 署 名 ) 
（Signature） 

 関税法第１９条の規定により、下記のとおり開庁時間外において貨物の積卸しをしたいので届け出ます。 
 I hereby apply for report of loading and / Unloading of goods outside office hours under the provisions of Art. 19 of the customs law as follows 

記 
Note 

貨 物 の 明 細 
Goods 

 船舶又は航空機の名称又 
は登録記号及び国籍 
 
Name or registered Mark and 
Nationality of vessel or 
aircraft 

貨物の積 
卸 の 別 
Whether 
goods are to 
be load or 
unload 

積 卸 の 期 間 
 

Period of loading or unloading 
 
 

品   名 
 

Description 

数   量 
 

Quantity 

1 

 
 
 
 

 自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

2 

 
 
 
 

 自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

3 

 
 
 
 

 自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

（注） 申請者欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択できます（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表権者名を記載の上、 
   法人又は代表権者の押印若しくは代表権者の署名のいずれかを選択）。 

Note:  Seal or signature is acceptable with filling in name and address.                                                          （規格Ａ４） 



別紙６－５ 

税関様式C第2110号－2 
Customs Form C No.2110-2 

開 庁 時 間 外 貨 物 の 積 卸 届（つづき） 
Report of loading and / or Unloading 

of goods outside office hours (Addendum) 
 

貨 物 の 明 細 
Goods 

 船舶又は航空機の名称又 
は登録記号及び国籍 
 
Name or registered Mark and 
Nationality of vessel or 
aircraft 

貨物の積 
卸 の 別 
Whether 
goods are to 
be load or 
unload 

積 卸 の 期 間 
 

Period of loading or unloading 
 
 

品   名 
 

Description 

数   量 
 

Quantity 

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

 

  自平成   年   月   日午前・後   時   分

From              Date            Time 
至平成   年   月   日午前・後   時   分

To                 Date            Time 

  

（規格Ａ４） 



別紙６－６ 
税関様式C第2111号 

 
 
 

開 庁 時 間 外 貨 物 の 積 卸 明 細 書 
                     

                     航空会社名： 
 

積 卸 の 期 間 
航空機の登録 
記号及び国籍 

貨物 
の積 
卸の 
別 

自 
平成 年 月 日

午前 
午後  時  分

至 
平成 年 月 日 

午前 
午後  時  分

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注）  この明細書は、関税法第１９条の規定に係る届出を一週間を単位として一括して届出しようとする場

合に、当該届出書（C―2110）に添付する書類として使用して下さい。 
    なお、その際、当該届出書の「船舶又は航空機の名称又は登録記号及び国籍」、「貨物の積卸の別」及び

「積卸の期間」の欄の記入不要です。 
 
 

               （規格Ａ４） 



別紙６－７ 
税関様式Ｃ第2160号 

Customs Form C No.2160 
内 国 貨 物 船 用 品 （ 機用品 ） 積 込 承 認 申 告 書 

Declaration of Loading of Ship’s ( Aircraft’s ) Stores of Domestic Goods 
 

                     税 関 長 殿 
To  Director  of                           Customs      積込場所 

   Place of Loading                    
申告年月日                          積込年月日 
Date of Declaration                       Date of Loading                    
積込船（機）名                        積込方法. 
Name of Ship ( or Aircraft ) to be Loaded             Means of Loading                   
                               申告者住所氏名（名称及び代表権者の氏名） 
船舶（航空機）の種類                     Declarant Address, Name ( Trade Name 
Kind of Ship ( or Aircraft )                    and Name of Representative ) 
国 籍                                                     ○印  
Flag                               （署名） 
純とん数又は自重                       Signature 
Net Tonnage or Net Weight                                               
航海日数                            
Number of days of Navigation                  
旅 客 数                           
Number of Passengers                     
乗組員数                            
Number of Crews                        

 

品    名 
Description 

数   量 
Net Quantities 

価     格 
Value 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９   

枚       欄 
Sheets      items 

※ 税関記入欄 

 
 

 

※ 承認印・承認年月日 

（注）１． この申告書は、２通提出して下さい。 
     申告者欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択すること 
     ができます（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表権者の氏名を記載 
     の上、法人又は代表権者の押印若しくは代表権者の署名のいずれかを選択）。 

２． ※印の欄は記載しないで下さい。 
３． 数量の単位は、炭化水素油はk 、酒類・鉱水等は 、飲料水はトン、その他は㎏、個数、組による。 
 
１． This Declaration shall be submitted in duplicate. 
   Seal or signature is acceptable with filling in name and address. 
２． The declarant will leave out the columns Marked ※ 
３． Unit of Quantity : Hydrocarbon oil … k , Alcoholic and Mineral waters, etc …  , 
   Waters for drinking … ton, Others … ㎏, No., Set 

（規格Ａ４） 

※申告番号                   



別紙６－７ 
 

 
 

（裏    面） 
※ 税関記入欄 

品    名 
Description 

数   量 
Net Quantities 

価     格 
Value 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



別紙６－８ 

税関様式Ｃ第 3170 号 

申請番号 

滅 却 （ 廃 棄 ） 承 認 申 請 書 

 

平成   年   月   日 

          税 関 長 殿 

 

申 請 者 

住    所 

氏名又は名称                      

                            

下記の物品を滅却（廃棄）したいので申請します。 

 

 

適 

用 

法 

令 

イ．関税法第４５条第１項（第３６条第１項、第４１条の３、第６１の４、第６２条の

７、第６２条の１５） 

ロ．関税法第６５条第１項 

ハ．関税法第６５条第２項により準用される同条第１項 

ニ．関税定率法第１７条第５項 

ホ．関税定率法第２０条第２項 

ヘ．関税定率法施行令第６１条により準用される同法施行令第１１条第２項 

記  号・番  号 品     名 個     数 数     量 

    

輸 入 許 可 等 の 

年 月 日 
 

輸 入 許 可 税 関  
輸 入 許 可 書 等 

番 号 
 

蔵 置 場 所  

滅却（廃棄）の日時  

滅却（廃棄）の方法・

場所 
 

積載船舶（航空機） 

の 名 称 及 び 

入 港 年 月 日 

 

滅却（廃棄）の理由  

（注）１. この申請書は２通提出して下さい。  

   ２. この申請書は、輸入の許可書又はこれに代わる税関の証明書を添付して下さい。 

   ３. 廃棄承認申請書として使用する場合には、廃棄することがやむを得ないものであることを証

する書類を添付して下さい。 

４.※印の欄は該当する適用法令の記号を○で囲んで下さい。 

（規格Ａ４） 

※ 



別紙６－９ 

税関様式Ｃ第 3175 号 

届出番号 

 

外 国 貨 物 亡 失 届 

 

平成   年   月   日 

 

           税関長 殿 

届 出 者 

住    所 

氏名（名称及び代表権者の氏名）              

            （署名）                            

 

外国貨物を亡失したため、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

（注）１.  法人においては、届出者欄に法人の住所及び名称並びにその代表権者（法人の代表 

権者から当該業務を行うことにつき委任を受けている支店、営業所等の長を含む。）の 

氏名を記載してください。 

    ２.  この届出書は、１通提出して下さい。 

    ３.  参考事項欄には、適用法令が１に該当する場合は、輸出貨物又は輸入貨物の別、２ 

に該当する場合は、保税運送の承認書の番号、３に該当する場合は輸出の許可書の番 

号を記入して下さい。 

（規格Ａ４） 

適 

用 

法 

令 

１．関税法第 45 条第 3 項（法第 36 条第１項、第 41 条の 3、第 6１条の 4、第 62

条の 7、第 62条の 15） 

２．関税法第 65条第４項 

３．関税法第 67条の 12 
（上記 1から 3で該当する番号を○で囲んで下さい。） 

保税地域の名称・所在地 
（上記 1に該当する場合のみ 

記載） 

保税地域名： 

住所： 

品  名  

記号・番号  

数  量  

価  格  

亡失した貨物 

の明細 

参考事項  

亡失した貨物が置かれて 

いた場所（亡失した場所） 
 

亡失した年月日  

亡失の事由  



別紙６－10 

税関様式 C 第 5340 号 
Customs Form C No.5340 

 
Export 
Import Declaration for Consigned Articles 

（Accompanied Articles・Unaccompanied Articles） 
輸 出 
輸 入 託送品（携帯品・別送品）申告書 

 

申 告 税 関                 出入港年月日                 
To；     （Name of Customs）        Date of Departure or Entry 

積載船（機）名                 積出港                    
Vessel；Name                                   Port of Shipment 

荷送人住所氏名                 船（取）卸港                 
Name and Address of Consignor                   Port of Unloading 

受取人住所氏名                 
Name and Address of Consignee 
 

品 名 
Description 

数 量 
Quantity 

価 格 
Value 

   

   

   

   

   

託送品目録対象                  申告年月日                 
Check on Consignments List                         Date of Declaration 

申告者住所氏名印                                       
Name，Address and Signature of declarant 
 

種       別 
Classification 

※ 課税価格

Value for Duty
※ 税 額 

Amount of Duty

関       税 
Customs Duty 

  

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 
Consumption Tax and 
Local Area Consumption Tax 

  

酒              税 
Liquor Tax 

  

そ  の  他  の  税 
Other Tax 

  

計 
Total 

  

※許可印 
Customs Seal of Permit 

（注）１．この申告書は２通提出してください。 
２．公用品については、証明書類を添付してください。 
３．※の箇所は記入しないで下さい。 

Note １．This declaration shall be submitted in duplicate. 
２．The certificate shall be attached on articles for official use. 
３．The declarant shall leave out the columns marked ※. 

（規格Ａ４） 
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(A面) 日本国税関 (Ｂ面)
税関様式Ｃ第５３６０号 10

15
3
16
3

） 16

16
13
11
8
5555
8
13
5
12
6
12
6
10
8
8
10
639
7
11
6
84
14
45
13
5

③ 16
4237
821023748
9366
12 ⑥
3573
102
22

②

16
33
12
3
10
5
19
3

12
14 ･ 香水２ｵﾝｽ（１ｵﾝｽは約２８ml）

･

22

33

3

※

海外市価の合計額が２０万円の範囲に納まる品物
(入国者の個人的使用に供するものに限る。)この申告書に記載したとおりである旨申告します。

　署　名

搭乗機 （ 船 舶 ） 名 ・ 出 発地

日月年

（出発地

入 国 日

＊６歳未満のお子様は、おもちゃなど子供本人が使用するもの
　以外は免税になりません。
＊海外市価とは、外国における通常の小売価格（購入価格）です。

酒類３本(７６０ml／本)
外国製紙巻たばこ２００本(その他のたばこの場合は250

･
･

《注意事項》
海外で購入したもの、預かってきたものなど日本に持ち込む携帯
品・別送品については、税関に申告し、必要な検査を受ける必要
があります。申告漏れ、偽りの申告などの不正な行為があります
と、処罰されることがありますので注意してください。

本

紙　巻 本

　たばこ 葉　巻

その他

本

酒　　　　　類

※　以下の質問について、該当する□に" "でチェックしてください。

同伴家族 ２０歳以上

１.下記に掲げるものを持っていますか？

名 ６歳未満　

価　　格数　量
日

名名

ｵﾝｽ

Ａ面より、記入してください。《申告は正確に!》
（ご不明な点がございましたら税関職員へお尋ねください。）

 入国時に携帯して持ち込むものについて、
 下記の表に記入してください。

(注) 「その他の品名」欄は、個人的使用に供する購入品
   等に限り、１品目毎の海外市価の合計額が１万円以下
   のものは記入不要です。
   また、別送した荷物の詳細についても記入不要です。

香　　　　水

＊税関記入欄

ｸﾞﾗﾑ

その他の品名

携帯品・別送品申告書
下記及び裏面の事項について記入し、税関職員へ提出してください。
家族が同時に検査を受ける場合は、代表者が１枚提出してください。

氏 名

月

住 所
(日本での
滞 在 先 )

商業貨物・商品サンプル

②免税範囲(Ｂ面を参照)を超える購入品・
お土産品・贈答品など

旅券番号

年

６歳以上２０歳未満

生年月日

２.100万円相当額を超える現金又は有価証
　券などを持っていますか？

３.別送品

＊「はい」を選択した方は、別途「支払手段等の携帯輸出・
　輸入申告書」の提出が必要です。

はい いいえ

＊「はい」を選択した方は、入国時に携帯して持ち込むものを
　Ｂ面に記載したこの申告書を２部、税関に提出して、税関の
　確認を受けてください。
　　税関の確認を受けた申告書は、別送品を通関する際に必要と
　なりますので大切に保管してください。

フリガナ

職 業

電話 ( )

） いいえ

　入国の際に携帯せず、郵送などの方法により別に
　送った荷物(引越荷物を含む。)がありますか？

はい （ 個

①日本への持込みが禁止又は制限されて
いるもの(Ｂ面を参照)

はい いいえ

＊上記のいずれかで「はい」を選択した方は、Ｂ面に入国時
　に携帯して持ち込むものを記入してください。

＊税関記入欄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

①

⑤ わいせつ雑誌、わいせつＤＶＤ、児童ポルノなど

③ ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄなどの爆発物や火薬、化学兵器の原材料

日本への持込みが禁止されているもの
④他人から預かったもの

日本への持込みが制限されているもの

◎

◎

 ＊事前に動物・植物検疫カウンターでの確認が必要です。

① 猟銃、空気銃及び日本刀などの刀剣類

事前に検疫確認が必要な生きた動植物、肉製品(ｿｰｾｰｼﾞ・
ｼﾞｬｰｷｰ類を含む。)、野菜、果物、米など

ワシントン条約により輸入が制限されている動植物及びそ
の製品(ﾜﾆ・ﾍﾋﾞ・ﾘｸｶﾞﾒ・象牙・じゃ香・ｻﾎﾞﾃﾝなど)

偽ブランド品、海賊版などの知的財産侵害物品

＊20歳未満の方は酒類とたばこの免税範囲はありません。

③

免税範囲（乗組員を除く）

② けん銃等の銃砲、これらの銃砲弾やけん銃部品

◎

④ 紙幣、貨幣、有価証券、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞなどの偽造品

麻薬、向精神薬、大麻、あへん、覚せい剤、MDMAなど
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税関様式 C 第 5380 号 
Customs Form C No.5380 

 
任  意  放  棄  書 

Declaration for Abandonment of Articles 
 

平成   年   月   日 
Date； 

                 税 関 長 殿 

To Director of                 Customs 

放 棄 者 
Declarant 
住   所 
Address： 
氏   名                     
Name 

（署  名） 
（Signature） 
生年月日 
Date of Birth 
国  籍 
Nationality 

  
私は、下記物件について完全、かつ、十分な処分の権限及び能力を有することを誓約すると

ともに、この処分権に基づき同物件を任意放棄することを宣言します。 
 I hereby swear that I have complete and full authority and legal capacity to dispose of 
the article(s) given below, and also declare that based on my authority I voluntarily 
abandon the said article(s). 
 

品 名 
Description 

数 量 
Quantity 

備 考 
Remarks 

   

（注） 放棄欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを 
選択することができます。 

Seal or signature is acceptable with filling in name and address. 
 （規格Ａ４） 
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税関様式 C 第 5640 号－１ 

整理 No 
     輸 出 （ 積 戻 し ） 差 止 申 立 書 

－ 

平成  年  月  日

   税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
 

                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                   （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話（ＦＡＸ）番号 
 
関税法第６９条の４第１項（同法第７５条において準用する場合を含む。）の規定により、下記のとお

り、輸出（積戻し）差止申立てをします。 
 

記 
 
１．認定手続を執る税関長【開示】 

（ 函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区 ）  税関長  
 
２．輸出(積戻し)差止申立てに係る権利の内容 

※ 権利の種類【公表】 □ 特許権  □ 実用新案権  □ 意匠権  □ 商標権  
□ 著作権  □ 著作隣接権  □ 育成者権 

※ 登録番号及び 
登録年月日【公表】 

 （権利発生年月日） 

 第           号 
      年   月   日 
（     年   月   日） 

※ 権利の存続期間 
【開示】 平成    年   月   日 ～ 平成    年   月   日 

※ 権利の範囲【公表】 

 

※ 原権利者【公表】 
住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

 
※ 専用実施権者、専用

使用権者又は専用利用

権者【開示】 （権利設定範囲） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

※ 通常実施権者、通常

使用権者又は通常利用

権者【開示】 
（許諾の範囲） 
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税関様式 C 第 5640 号－2 
 
３．輸出(積戻し)差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等【公表】 
 
※ 品  名  
 

 
 
 

輸出統計品目番号（９桁）  
４．侵害物品と認める理由【開示】 
※  
 
 
 
５．識別ポイント【開示の可否：□可、□否】 
※ ☆ 
 
 
 

 
６．輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間【公表】 

※ 平成    年   月   日 から 平成    年   月   日 まで 

 
７．その他参考となるべき事項 
（１）侵害すると認める物品の輸出(積戻し)に関する参考事項【非公表】 

予想される輸出者 
 
 

住所 
氏名（氏名及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

その他特定又は 
想定される事項 
 

仕向人 
仕向国 
その他 

 
（２）訴訟等での争い【開示】 

  輸出(積戻し)差止申立てに係る権利の内容について争いがある 【□有、□無】 

  争いがある場合は、その争いの内容 
 

（３）その他の参考事項 【開示の可否：□可、□否】（適宜、参考資料等を添付する。） 
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税関様式 C 第 5640 号－3 

８．添付資料等 
※ □ 権利の登録原簿の謄本及び公報【開示】 
   （著作権又は著作隣接権については、当該権利の発生を証すべき書類等） 

 □ 侵害の事実を疎明するための資料 【開示】 

□ 識別ポイントに係る資料 【開示の可否：□可、□否】 

□ 判決書、仮処分決定通知書、特許庁の判定書の写し 【開示】 

□ 弁護士等が作成した侵害すると認める物品に関する鑑定書等 【開示】 

□ その他の資料  【開示の可否：□可、□否】 
   （権利者が権利侵害を行う者に対して発した警告書又は新聞等に注意喚起を行った広告等の写し） 

□ 上記資料等の電磁的記録 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい。 

２．この申立書はできる限り具体的かつ詳細に記載して下さい（記載事項が多い場合は別紙）。 
３．本申立書の各項目の内容は、輸出者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表・開示さ
れます。 

 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 

 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸出者

等に開示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 

   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示
することに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 

４．｢輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載
して下さい。 

５．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます  
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の  
押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 

６．本申立てが受理された後、申立ての内容に変更が生じた場合には、書面（任意の様式）により   
提出して下さい。 

 
（規格 A4） 
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税関様式 C 第 5642 号－１ 

整理 No 輸 出 （積 戻 し） 差 止 申 立 書 
（保護対象商品等表示等関係) － 

平成  年  月  日

 税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
 

                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                   （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  
 

                      電話（ＦＡＸ）番号 
 
関税法第６９条の４第１項（同法第７５条において準用する場合を含む。）の規定により、下記のとお

り、輸出（積戻し）差止申立てをします。 
 

記 
 
１．認定手続を執る税関長【開示】 

（ 函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区 ）  税関長  
 
２． 輸出(積戻し)差止申立てに係る保護対象商品等表示等の内容 

※ 保護対象商品等表示

等の種類【公表】  

※ 経済産業大臣申立時

意見書の発行年月日及

び番号【開示】 
 

※ 商品等表示等の内容 
【公表】 

 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

使用を許諾し又は許諾

されている者（申立人を

除く）【開示】 

（許諾の範囲） 

３．輸出(積戻し)差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等【公表】 
 
※ 品  名  
 

 
 
 

輸出統計品目番号（９桁）  
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税関様式 C 第 5642 号－２ 

４．侵害物品と認める理由【開示】 

※  
 
 
 
５．識別ポイント【開示の可否：□可、□否】 
※  

 
 
６．輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間【公表】 

※ 平成    年   月   日 から 平成    年   月   日 まで 

７．その他参考となるべき事項 

（１）侵害すると認める物品の輸出(積戻し)に関する参考事項【不開示】 

予想される輸出者 
 
 

住所 
氏名（氏名及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

その他特定又は 
想定される事項 
 

仕向人 
仕向国 
その他 

（２）訴訟等での争い【開示】 

  輸出(積戻し)差止申立てに係る保護対象商品等表示等の内容について争いがある 【□有、□無】 

  争いがある場合は、その争いの内容 
 

（３）その他の参考事項 【開示の可否：□可、□否】（適宜、参考資料等を添付する。） 
 

 

８．添付資料等 
※ □ 経済産業大臣申立時意見書 【開示】 

□ 侵害の事実を疎明するための資料 【開示】 

□ 識別ポイントに係る資料 【開示の可否：□可、□否】 

□ 裁判所の判決書、仮処分決定通知書の写し 【開示】 
  □ 弁護士等が作成した侵害すると認める物品に関する鑑定書 【開示】 

□ その他の資料 【開示の可否：□可、□否】 
  （営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれのある者に対して発した警告書等（3 号物品の場合

は必須）） 
□ 上記資料等の電磁的記録 
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税関様式 C 第 5642 号－３ 

 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい（経済産業大臣申立時意見書

には、当該意見書を申請した際の資料を添付してください）。 
２．この申立書はできる限り具体的かつ詳細に記載して下さい（記載事項が多い場合は別紙）。 
３．本申立書の各項目の内容は、輸出者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表・開示さ
れます。 

 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等で公表されます。 

 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸出者

等に開示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 

   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示
することに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 

４．｢輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載
して下さい。 

５．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます  
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者
の押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 

６．本申立てが受理された後、申立ての内容に変更が生じた場合には、その事実を記載した書面（任
意の様式）を遅滞なく申立先税関に提出して下さい。 
 

 
 

（規格 Ａ４） 
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税関様式 C 第 5660 号 

 
整理 No 

 輸 出 （積 戻 し）差 止 申 立 更 新 申 請 書 
更－    － 

平成  年  月  日

税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 

                    住所  
                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                    （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号(FAX)番号 
 

平成  年  月  日付で行った輸出（積戻し）差止申立てについて、その更新を申請します。 

 
 

記 
 
 

※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  

※ 認定手続を執る税関長【開

示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長 

※ 輸出差止(積戻し)申立てが

効力を有する期間として 
  希望する期間【公表】 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類 
【公表】 

□ 特許権  □ 実用新案権  □ 意匠権  □ 商標権  

□ 著作権  □ 著作隣接権  □ 育成者権 

※ 登録番号【公表】 
及び登録年月日 

 第           号 
      年   月   日 

※ 権利の存続期間 
【開示】 平成   年   月   日 ～ 平成   年   月   日

※ 権利の範囲【公表】  

権
利
の
内
容
等 

輸出（積戻し）差止申立て更

新に係る物品の追加情報 

【開示の可否：□可、□否】 
 

※ 委任関係の変更【開示】 □ 有    □ 無 

その他参考になるべき事項  
【開示の可否：□可、□否】  

 



別紙６－15 
税関様式 C 第 5660 号（裏面） 

 
 

（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい。 
２．本申立更新書の各項目の内容は、輸出者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表さ

れます。 
（１）【公表】項目 

   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸出者等

に開示することがあります 
 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示す

ることに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
３．｢輸出(積戻し)差止申立て更新に係る物品の追加情報｣及び「その他参考となるべき事項」欄
には、当初申立書に記載した事柄以外の事柄があれば記載して下さい。 

４．「委任関係の変更」の欄では、申立人と代理人等の委任関係に変更があった場合には、「有」
に チェックをし、変更内容が分かる資料を添付して下さい。 

５．｢輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記
載して下さい。 

６．その他参考となる資料等があれば添付して下さい。 
７．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができま
す（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表
者の押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。                                              

 
（規格 Ａ４） 



別紙６－16 
税関様式 C 第 5662 号 

 
 

整理 No 輸 出 （積 戻 し）差 止 申 立 更 新 申 請 書 
（保護対象商品等表示等関係) 更－    － 

平成  年  月  日

   税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                    （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号(FAX)番号 
 

平成  年  月  日付で行った輸出(積戻し)差止申立てについて、その更新を申請します。 

 

記 
 
※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  

※ 認定手続を執る税関長【開示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 輸出(積戻し)差止申立てが

効力を有する期間として希望す

る期間【公表】 
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 保護対象商品等表示等の種

類【公表】 

□ 不正競争防止法第２条１項第１号に規定する商品等表示（全国の

需要者の間に広く認識されているもの） 
□ 不正競争防止法第２条 1 項第２号に規定する商品等表示（著名なも

の） 
□ 不正競争防止法第２条 1 項第３号に規定する商品の形態 

※ 経済産業大臣申立時意見書

の発行年月日及び番号【開示】  

※ 商品等表示等の内容【公表】 
 

保
護
対
象
商
品
等
表
示
等
の
内
容 輸出(積戻し)差止申立て更新に

係る物品の追加情報  
【開示の可否：□可、□否】 

 

※ 委任関係の変更【開示】 □ 有    □ 無 
その他参考になるべき事項 
【開示の可否：□可、□否】  

 



別紙６－16 
税関様式 C 第 5662 号（裏面） 

 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい（経済産業大臣申立時意見書は必ず

添付して下さい。）。 
２．本申立更新書の各項目の内容は、輸出者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表されます。 
（１）【公表】項目 

   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸出者等に開示す

ることがあります 
 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示することに

支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
３．｢輸出(積戻し)差止申立て更新に係る物品の追加情報｣及び「その他参考となるべき事項」欄には、当
初申立書に記載した事柄以外の事柄があれば記載して下さい。 

４．「委任関係の変更」の欄では、申立人と代理人等の委任関係に変更があった場合には、「有」に   
 チェックをし、変更内容が分かる資料を添付して下さい。 

５．｢輸出(積戻し)差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して下
さい。 

６．その他参考となる資料等があれば添付して下さい。 
７．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます   
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の押印 
若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。                                                         

（規格 Ａ４） 



別紙６－17 
税関様式 C第 5840 号－１ 

整理 No 
           輸 入 差 止 申 立 書 

－ 

平成  年  月  日

   税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
 

                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                   （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  
 

                      電話（ＦＡＸ）番号 
 

関税法第 69 条の 13 第１項の規定により、下記のとおり、輸入差止申立てをします。 
 

記 

 

１．認定手続を執る税関長【開示】 

（ 函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区 ）  税関長  

２．輸入差止申立てに係る権利の内容 

※ 権利の種類【公表】 
□ 特許権  □ 実用新案権  □ 意匠権  □ 商標権  
□ 著作権  □ 著作隣接権  □ 育成者権 

※ 登録番号及び 
登録年月日【公表】 

 （権利発生年月日） 

 第           号 
      年   月   日 
（     年   月   日） 

※ 権利の存続期間 
【開示】 

平成    年   月   日 ～ 平成    年   月   日 

※ 権利の範囲 
（商標権の場合には 
 指定商品名及び登 
 録商標を記載）【公表】 

 

※ 原権利者  
 （著作権者及び著作隣

接権者）【公表】 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

※ 専用実施権者、専用
使用権者又は専用
利用権者 

【開示】 （権利設定範囲） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

※ 通常実施権者、通常
使用権者又は通常利
用権者 

 【開示】 （許諾の範囲） 

 



別紙６－17 
税関様式 C第 5840 号－２ 

３．輸入差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等【公表】 
 
※ 品  名  
 

 
 
 

輸入統計品目番号（９桁）  
４．侵害物品と認める理由【開示】 
※  
 
 
 
５．識別ポイント【開示の可否：□可、□否】 
※  

 
 
６．ライセンス料の基礎となる資料（特許権、実用新案権又は意匠権を侵害する物品の場合）【不開示】 
※ 
 
 
７．輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間【公表】 

※ 平成    年   月   日 から 平成    年   月   日 まで 

８．その他参考となるべき事項 
（１）侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項【不開示】 
予想される輸入者 
 
 

住所 
氏名（氏名及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

その他特定又は 
想定される事項 
 

輸出者 
仕出国 
その他 

（２）並行輸入に関する参考事項 
外国における権利設定状況 
【開示】 
 

 

外国の権利者との関係 
【開示の可否：□可、□否】 

 

外国において製造されている 
真正商品の特徴（輸入価格（FOB

価格）を含む。） 
【開示の可否：□可、□否】 

 

外国における権利の許諾関係 
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他の事項 
（ライセンス契約の内容、ライセ

ンシー、製造工場のリスト等） 
        【不開示】 

 



別紙６－17 
税関様式 C第 5840 号－３ 

（３）訴訟等での争い【開示】 
  輸入差止申立てに係る権利の内容について争いがある 【□有、□無】 
  争いがある場合は、その争いの内容 
 

（４）その他の参考事項 【開示の可否：□可、□否】（適宜、参考資料等を添付する。） 
 

９．添付資料等 
※ □ 権利の登録原簿の謄本及び公報【開示】 
   （著作権又は著作隣接権については、当該権利の発生を証すべき書類等） 

 □ 侵害の事実を疎明するための資料 【開示】 

□ 識別ポイントに係る資料 【開示の可否：□可、□否】 

□ 判決書、仮処分決定通知書、特許庁の判定書の写し 【開示】 

□ 弁護士等が作成した侵害すると認める物品に関する鑑定書等 【開示】 

□ その他の資料  【開示の可否：□可、□否】 
   （権利者が権利侵害を行う者に対して発した警告書又は新聞等に注意喚起を行った広告等の写し及び

並行輸入に関する資料等） 

□ 上記資料等の電磁的記録 
 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい。 

２．この申立書はできる限り具体的かつ詳細に記載して下さい（記載事項が多い場合は別紙）。 
３．本申立書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表・開示され
ます。 

 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に開

示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示するこ

とに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
４．｢輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して下さい。 
５．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます  
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の  
押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 

６．本申立てが受理された後、申立ての内容に変更が生じた場合には、書面（任意の様式）により   
提出して下さい。 

 
税関記入欄  

 
 
 
 

（規格 A4） 
 
 
 

 



別紙６－18 
税関様式 C第 5842 号－１ 

整理 No 輸 入 差 止 申 立 書 
（保護対象商品等表示等関係) － 

平成  年  月  日

 税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
 

                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                   （署 名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  
 

                      電話（ＦＡＸ）番号 
 

関税法第 69 条の 13 第１項の規定により、下記のとおり、輸入差止申立てをします。 
 

記 

 
１．認定手続を執る税関長【開示】 

（ 函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区 ）  税関長  
 
 
２．輸入差止申立てに係る保護対象商品等表示等の内容 

※ 保護対象商品等表示
等の種類【公表】 

□ 不正競争防止法第２条１項第１号に規定する商品等表示（全国の需要者の
間に広く認識されているもの） 

□ 不正競争防止法第２条 1 項第２号に規定する商品等表示（著名なもの） 
□ 不正競争防止法第２条 1 項第３号に規定する商品の形態 

※ 経済産業大臣申立時
意見書の発行年月日及
び番号【開示】 

 

※ 商品等表示等の内容 
【公表】 

 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 使用を許諾し又は許諾

されている者（申立人を
除く）【開示】 

（許諾の範囲） 

 



別紙６－18 
税関様式 C第 5842 号－2 

３．輸入差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等【公表】 
 
※ 品  名  
 

 
 
 

輸入統計品目番号（９桁）  
４．侵害物品と認める理由【開示】 
※  
 
 
 
５．識別ポイント【開示の可否：□可、□否】 
※ 
 
 

６．輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間【公表】 

※ 平成    年   月   日 から 平成    年   月   日 まで 

７．その他参考となるべき事項 
（１）侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項【不開示】 

予想される輸入者 
 
 

住所 
氏名（氏名及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

その他特定又は 
想定される事項 
 

輸出者 
仕出国 
その他 

（２）並行輸入に関する参考事項 

真正商品に係る外国における製

造販売者との関係 
【開示の可否：□可、□否】 

 

外国において製造されている 
真正商品の特徴（輸入価格

（FOB 価格）を含む。） 
【開示の可否：□可、□否】 

 

外国における使用許諾関係等 
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他の事項 
（使用許諾契約等の内容、製造

工場のリスト等） 
        【不開示】 

 

 
 
 
 
 
 



別紙６－18 
税関様式 C第 5842 号－3 

 
（３）訴訟等での争い【開示】 
  輸入差止申立てに係る保護対象商品等表示等の内容について争いがある 【□有、□無】 
  争いがある場合は、その争いの内容 
 

（４）その他の参考事項 【開示の可否：□可、□否】（適宜、参考資料等を添付する。） 
 

 
８．添付資料等 
※ □ 経済産業大臣申立時意見書 【開示】 

□ 侵害の事実を疎明するための資料 【開示】 

※ □ 識別ポイントに係る資料 【開示の可否：□可、□否】 

□ 裁判所の判決書、仮処分決定通知書の写し 【開示】 
  □ 弁護士等が作成した侵害すると認める物品に関する鑑定書 【開示】 

□ その他の資料 【公表の可否：□可、□否】 
  （営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれのある者に対して発した警告書等（3 号物品の場合

は必須）） 
□ 上記資料等の電磁的記録 

 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい（経済産業大臣申立時意見書に

は、当該意見書を申請した際の資料を添付してください）。 
２．この申立書はできる限り具体的かつ詳細に記載して下さい（記載事項が多い場合は別紙）。 
３．本申立書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表・開示され
ます。 

 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等で公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に開示

することがあります。ただし、申立てを受け付けた場合は、原則として、予想される輸入者等に
対しその内容を連絡をします。 

 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示するこ

とに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
４．｢輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して下さい。 
５．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます  
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の  
押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 

６．本申立てが受理された後、申立ての内容に変更が生じた場合には、書面（任意の様式）により   
提出して下さい。 

 
税関記入欄  

（規格 A4） 

 

 



別紙６－19 
税関様式 C 第 5860 号 

 
整理 No 

    輸 入 差 止 申 立 更 新 申 請 書 
更－    － 

平成  年  月  日

税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 

                    住所  
                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                    （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号(FAX)番号 
 

平成  年  月  日付で行った輸入差止申立てについて、その更新を申請します。 

 

記 
 
 

※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  

※ 認定手続を執る税関長【開示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 輸入差止申立てが効 
 力を有する期間として 
 希望する期間【公表】 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類 
【公表】 

□ 特許権  □ 実用新案権  □ 意匠権  □ 商標権  
□ 著作権  □ 著作隣接権  □ 育成者権 

※ 登録番号【公表】 
及び登録年月日 

（権利設定年月日） 

 第           号 
      年   月   日 
（     年   月   日） 

※ 権利の存続期間 
【開示】 平成   年   月   日 ～ 平成    年   月   日

※ 権利の範囲【公表】  

権
利
の
内
容
等 

輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報  
【開示の可否：□可、□否】 

 

※ 委任関係の変更【開示】 □ 有    □ 無 

その他参考になるべき事項  
【開示の可否：□可、□否】  

 



別紙６－19 
税関様式 C 第 5860 号（裏面） 

 
 

（注）１．※の付されている欄は必ず記載して下さい。 
２．本申立更新書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表されま

す。 
 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に開

示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示するこ

とに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
３．｢輸入差止申立て更新に係る物品の追加情報｣及び「その他参考となるべき事項」欄には、当初申
立書に記載した事柄以外の事柄があれば記載して下さい。 

４．「委任関係の変更」の欄では、申立人と代理人等の委任関係に変更があった場合には、「有」に   
 チェックをし、変更内容が分かる資料を添付して下さい。 

５．｢輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して下さい。 
６．その他参考となる資料等があれば添付して下さい。 
７．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます   
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の押
印 若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 

 
 
 
 
 
 

（規格 Ａ４） 



別紙６－20 
 

税関様式 C 第 5862 号 
 

整理 No 輸 入 差 止 申 立 更 新 申 請 書 
（保護対象商品等表示等関係) 更－    － 

平成  年  月  日

   税関長 殿 
                     
                    ※ 申立人 

                    住所  
                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                    （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号(FAX)番号 
 
 

平成  年  月  日付で行った輸入差止申立てについて、その更新を申請します。 

 
記 

 
 

※ 当初申立て年月日 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  

※ 認定手続を執る税関長 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 輸入差止申立てが効力を有す

る期間として希望する期間 
【公表】 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 保護対象商品等表示等の種

類【公表】 

□ 不正競争防止法第２条１項第１号に規定する商品等表示（全国の

需要者の間に広く認識されているもの） 
□ 不正競争防止法第２条 1 項第２号に規定する商品等表示（著名なも

の） 
□ 不正競争防止法第２条 1 項第３号に規定する商品の形態 

※ 経済産業大臣申立時意見書

の発行年月日及び番号【開示】 
 

 

※ 商品等表示等の内容【公表】 
 

保
護
対
象
商
品
等
表
示
等
の
内
容 輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報  
【開示の可否：□可、□否】 

 

※ 委任関係の変更【開示】 □ 有    □ 無 

その他参考になるべき事項  
【開示の可否：□可、□否】  

 



別紙６－20 
税関様式 C 第 5862 号(裏面) 

 
 
（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい（経済産業大臣申立時意見書

は必ず添付して下さい。）。 
２． 本申立更新書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表され

ます。 
 （１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に

開示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 
   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示する

ことに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
３．｢輸入差止申立て更新に係る物品の追加情報｣及び「その他参考となるべき事項」欄には、当初
申立書に記載した事柄以外の事柄があれば記載して下さい。 

４．「委任関係の変更」の欄では、申立人と代理人等の委任関係に変更があった場合には、「有」に   
 チェックをし、変更内容が分かる資料を添付して下さい。 

５．｢輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して下さ
い。 

６．その他参考となる資料等があれば添付して下さい。 
７．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます   
（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表者の
押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。                          

 
           （規格 Ａ４） 



別紙６－21 
税関様式 C 第 5863 号－1 

 
整理 No 輸 入 差 止 申 立 更 新 申 請 書 

（還流防止措置関係） 更還－   － 
平成  年  月  日

 
税関長 殿 

                     
                    ※ 申立人 【公表】 

                    住所  
                    氏名（名称及び代表者の氏名）     印 
                    （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号(FAX)番号 
 

下記の輸入差止申立てについて、その更新を申請します。 
 

 
記 

 
※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  

※ 認定手続を執る税関長【開

示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 当初輸入差止申立ての有効

期間【公表】 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 輸入差止申立てが効力を有

する期間として希望する期

間【公表】 
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類【公表】 □ 著作権  □ 著作隣接権 

※ 権利の存続期間【開示】 平成  年   月   日 ～ 平成   年   月   日 

※ 権利の範囲【公表】  

輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報 ☆   
【開示の可否：□可、□否】 

 

※ 委任関係の変更【開示】 □ 有    □ 無 

その他参考になるべき事項 
【開示の可否：□可、□否】  

 



別紙６－21 
税関様式 C 第 5863 号－1（裏面） 

 
（注）１．複数の輸入差止申立てについて更新を申請する場合には、併せて申請することができます。

ただし、申立有効期間の満了日までの期間が３ヶ月以内の輸入差止申立てに限ります。 
   ２．記入欄が不足する場合には、記入欄を追加することができます。 

３．※の付されている欄は必ず記載して下さい。 
４．本申立更新書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公表  

されます。 
（１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 

 （２）【開示】項目 
   認定手続や専門委員意見照会等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者

等に開示することがあります。 
 （３）【開示の可否】項目 

   申立人の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開示

することに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
５． ｢輸入差止申立て更新に係る物品の追加情報｣及び「その他参考となるべき事項」欄には、  

当初申立書に記載した事柄以外の事柄があれば記載して下さい。 
６．「委任関係の変更」の欄では、申立人と代理人等の委任関係に変更があった場合には、  

「有」に チェックをし、変更内容が分かる資料を添付して下さい。 
７．｢輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間｣は、２年以内の期間を記載して 

下さい。 
８．その他参考となる資料等があれば添付して下さい。 
９．申立人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができま

す（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は代表

者の押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 
 



別紙６－21 
税関様式 C 第 5863 号－２ 

 
※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  
※ 認定手続を執る税関長【開

示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 当初輸入差止申立ての有効

期間【公表】 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 輸入差止申立てが効力を有

する期間として希望する期

間【公表】 
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類【公表】 □ 著作権  □ 著作隣接権 
※ 権利の存続期間【開示】 平成  年   月   日 ～ 平成   年   月   日 

※ 権利の範囲【公表】  

輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報 ☆   
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他参考になるべき事項 
【開示の可否：□可、□否】  

※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  
※ 認定手続を執る税関長【開

示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 当初輸入差止申立ての有効

期間【公表】 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 輸入差止申立てが効力を有

する期間として希望する期

間【公表】 
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類【公表】 □ 著作権  □ 著作隣接権 
※ 権利の存続期間【開示】 平成  年   月   日 ～ 平成   年   月   日 

※ 権利の範囲【公表】  

輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報 ☆   
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他参考になるべき事項 
【開示の可否：□可、□否】  

※ 当初申立て年月日【公表】 平成  年 月 日 ※ 当初申立書整理Ｎｏ  
※ 認定手続を執る税関長【開

示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長

※ 当初輸入差止申立ての有効

期間【公表】 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 輸入差止申立てが効力を有

する期間として希望する期

間【公表】 
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 権利の種類【公表】 □ 著作権  □ 著作隣接権 
※ 権利の存続期間【開示】 平成  年   月   日 ～ 平成   年   月   日 

※ 権利の範囲【公表】 
 

輸入差止申立て更新に係る物品

の追加情報 ☆   
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他参考になるべき事項 
【開示の可否：□可、□否】  



別紙６－22 
税関様式 C 第 5866 号－1 

整理 No. 
     輸 入 差 止 情 報 提 供 書 

－ 

平成  年  月  日

   税関長 殿 
                     
                    ※ 情報提供者【開示】 

                    住所  
 

                    氏名（名称及び代表者の氏名）         
                        
                   （署名） 
 
                   （連絡先） 
                    担当者  
 

                      電話番号（ＦＡＸ）番号 
 
 関税法第６９条の１１第１項第９号に規定する回路配置利用権を侵害する物品について、下記のとお

り輸入差止情報提供します。 
 

記 
１．認定手続を執る税関長【開示】 

（ 函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区 ）  税関長  
 
２．輸入差止情報提供に係る権利の内容 

登録番号及び 
登録年月日【開示】 

 第           号 
      年   月   日 

※ 権利の存続期間 
【開示】 平成    年   月   日 ～ 平成    年   月   日 

※ 権利の範囲【開示】 
 

※ 原権利者【開示】 
住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） ※ 

専用利用権者【開示】 
（権利設定範囲） 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） ※ 

通常利用権者【開示】 
（許諾の範囲） 

 



別紙６－22 
税関様式 C 第 5866 号－２ 

２．輸入差止情報提供を行う侵害すると認める物品の品名【開示】 
 
※品     目 
 

 
 
 

輸入統計品目番号（９桁）  
３．侵害物品と認める理由【開示】 

※ 

４．識別ポイント【開示の可否：□可、□否】 

※ 

５．輸入差止情報提供希望期間【公表】 

※ 平成    年   月   日 から 平成    年   月   日 まで 

６．その他参考となるべき事項 
（１）侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項【不開示】 
予想される輸入者 
 
 

住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 
（電話番号） 

その他特定又は 
想定される事項 
 

輸出者 
仕出国 
その他 

（2）訴訟等での争い【開示】 
  輸入差止情報提供に係る権利の内容について争いがある 【□有、□無】 
  争いがある場合は、その争いの内容 
 

（3）その他の参考事項 【開示の可否：□可、□否】（適宜、参考資料等を添付する。） 
 

７．添付資料等 

※ □ 回路配置原簿の謄本【開示】 

  □ 侵害の事実を疎明するための資料 【開示】 

□ 識別ポイントに係る資料 【開示の可否：□可、□否】 

□ 判決書、仮処分決定通知書 【開示】 

□ 弁護士等が作成した侵害すると認める物品に関する鑑定書等 【開示】 

□ その他の資料  【開示の可否：□可、□否】 
   （権利者が権利侵害を行う者に対して発した警告書又は新聞等に注意喚起を行った広告等の写し

等） 

□ 上記資料等の電磁的記録 



別紙６－22 
 

税関様式 C 第 5866 号－３ 
 

（注）１．※の付されている欄は必ず記載し、添付資料等も提出して下さい。 
２．この情報提供書はできる限り具体的かつ詳細に記載して下さい（記載事項が多い場合は別紙）。 
３．本情報提供書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により開示さ

れます。 
（１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 
（２）【開示】項目 
   認定手続等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に開示することがあ

ります。 
 （３）【開示の可否】項目 

   情報提供者の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、開

示することに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
４．｢輸入差止情報提供希望期間｣は、２年以内の期間を記載して下さい。 
５．情報提供者欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することがで

きます（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は

代表者の押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。 
６．本情報提供が受理された後、情報提供の内容に変更が生じた場合には、書面（任意の様式）

により提出して下さい。 
 
 
 

（規格 A4） 



別紙６－23 
税関様式 C 第 5868 号 

整理 No. 
   輸 入 差 止 情 報 提 供 継 続 申 請 書 

継－    － 
平成  年  月  日

  税関長 殿 
                    ※ 情報提供者 

                    住所 
                    氏名（名称及び代表者の氏名）      印 
                   （署名） 
                   （連絡先） 
                    担当者  

                      電話番号（ＦＡＸ）番号 
 

平成  年  月  日付で行った回路配置利用権に係る輸入差止情報提供について、その継続を申

請します。 
記 

※ 当初情報提供年月日【開示】 平成 年 月 日 ※ 当初情報提供書整理

No.  

※ 認定手続を執る税関長 
【開示】 （函館、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、門司、長崎、沖縄地区）税関長 

※ 輸入差止情報提供継続希望

期間 【公表】 
  
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

※ 登録番号【開示】及び登

録年月日 
 （権利発生年月日） 

 第           号 
      年   月   日 
（     年   月   日） 

※ 権利の存続期間 
【開示】 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

権利の範囲【開示】  

権
利
の
内
容
等 輸入差止情報提供継続に

係る物品の追加情報 
【開示の可否：□可、□否】 

 

その他参考になるべき事項  
【開示の可否：□可、□否】  

（注）１．※の付されている欄は必ず記載してください。 
２．「輸入差止情報提供継続に係る物品の追加情報」及び「その他参考となるべき事項」欄には、

当初情報提供書に記載した事柄以外の事柄があれば記載してください。 
３．本情報提供継続書の各項目の内容は、輸入者等へ参考情報を提供する観点から、次により公

表されます。 
（１）【公表】項目 
   原則として、税関ホームページ等において公表されます。 

 （２）【開示】項目 
   認定手続等において、侵害事実を確認するため、必要に応じ輸入者等に開示することが

あります。 
 （３）【開示の可否】項目 

   情報提供者の意思により取り扱われますので、開示して差し支えない場合には｢可｣に、

開示することに支障のある場合には｢否｣に チェックをして下さい。 
４．｢輸入差止情報提供継続希望期間｣は、希望する期間（２年以内）を記載して下さい。 
６．その他参考となる資料等があれば添付してください。 
５．情報提供者欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することがで

きます（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表者の氏名を記載の上、法人又は

代表者の押印若しくは代表者の署名のいずれかを選択）。      
   （規格 Ａ４）

 



別紙６－24 
税関様式Ｃ第 8000 号 

受理番号 
 

開庁時間外の事務の執行を求める届出書 

 
                                 平成  年  月  日 

 

 

          税 関 長      殿 

 

届 出 者 

住 所 

氏名又は名称                ○印 

（ 署 名 ） 

 

 
 関税法第 98 条第１項の規定により、下記のとおり、開庁時間外における税関の事務の執行を

求めるので届け出ます。 
 

記 

事務 の種類及び件 数  

事務の執 行を求 める時 間  平成  年  月  日  午前 後  時  分 

備 考  

（注） この届出書は、2 部提出して下さい。 
      申請者欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することができます（法

人においては、法人の住所及び名称並びにその代表権者の氏名を記載の上、法人又は代表権者の押印若

しくは代表権者の署名のいずれかを選択）。       
 
 
 
 
                                      （規格Ａ４） 



別紙６－25 
税関様式Ｃ第 9000 号－１ 

受理番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             平成  年  月  日 
 
         税 関 長     殿 
                   申請者 
                    住    所 
                    氏名又は名称             ◯印 

（対象事業部門の名称）  
                    電 話 番 号       
                    輸出入者符号 
                    代表者名（法人の場合） 
 
                   代理人 
                    住    所 
                    氏名又は名称             ◯印 
 
・関税法第７条の２第１項に規定する特例輸入者 
・関税法第 50 条第１項（特定保税承認者） 
・関税法第 61 条の５第１項（特定保税承認者） 
・関税法第 63 条の２第１項に規定する特定保税運送者 
・関税法第 67 条の３第１項に規定する特定輸出者 
・関税法第 79 条第１項（認定通関業者） 

の
承認
認定

を受けたいので、下記の 

 とおり申請します。 
 

記 

１． ・関税法第７条の２第１項に規定する申告の特例の適用を受けようとする 
・関税法第 67 条の３第１項の適用を受けて輸出申告しようとする 

貨物の品名 
 
 
 
 
 

２． 

・関税法第７条の５第１号イからへまでのいずれか 
・関税法第 51 条第１号イからハまで（第 62 条において準用す

る場合を含む。）のいずれか 
・関税法第 63 条の４第１号イからホまでのいずれか 
・関税法第 67 条の４第１号イからホまでのいずれか 
・関税法第 79 条第３項第１号イからニまでのいずれか 

に該当する事実の有・無 

（該当する事実がある場合にはその内容） 
 
 
 
 
 

 

特例輸入者 
特定保税承認者 
特定保税運送者 
特定輸出者 
認定通関業者 

承認・認定 申請書 



別紙６－25 
税関様式Ｃ第 9000 号－２ 

 

 
 

３． 

 
 
許可を受けている        の名称及び所在地 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４． 
 
その他参考となるべき事項 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５． 申請担当者の氏名、所属及び連絡先 
     

 

 
 
 
 
 

    代理人 

 

 
 
 
 
 

保税蔵置場 
保税工場 
営業所 



別紙６－26

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9010号

 承認番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　特例輸入者承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認したので通知します。

　(注) 承認者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－27

（規格Ａ４）

                                                                                                              　   　税関様式Ｃ第9011号-1

 承認番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 特定保税承認者承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、関税法第50条第１項に規定する承
　　　認をしたので通知します。

　(注) 承認者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－28

（規格Ａ４）

                                                                                                                   税関様式Ｃ第9011号-2

 承認番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 特定保税承認者承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、関税法第61条の５第１項に規定す
　　　る承認をしたので通知します。

　(注) 承認者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－29

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9012号

 承認番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 特定保税運送者承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認したので通知します。

　　　　（国際運送貨物取扱業者の要件：関税法施行令第５５条第２項第　号該当者）

　

　(注) 承認者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－30

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9013号

 承認番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　特定輸出者承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認したので通知します。

　(注) 承認者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－31

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9014号

 認定番号

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　認定通関業者認定通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　　　平成　　年　　月　　日付認定申請については、認定したので通知します。

　(注) 認定者の住所、氏名又は名称、役員（代表者を含む。）及び使用人その他の従業者、法令遵守規則について変更が
　　　あった場合は、特例輸入者・特定保税承認者・特定保税運送者・特定輸出者・認定通関業者承認・認定内容変更届
　　　にて遅滞なく届け出てください。



別紙６－32

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9020号

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 特例輸入者不承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認しないこととしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　    受 理 番 号

　　  受理年月日

　　  不承認理由



別紙６－33

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9021号

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   特定保税承認者不承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認しないこととしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　    受 理 番 号

　　  受理年月日

　　  不承認理由



別紙６－34

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9022号

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   特定保税運送者不承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認しないこととしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　    受 理 番 号

　　  受理年月日

　　  不承認理由



別紙６－35

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9023号

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 特定輸出者不承認通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　平成　　年　　月　　日付承認申請については、承認しないこととしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　    受 理 番 号

　　  受理年月日

　　  不承認理由



別紙６－36

（規格Ａ４）

                                                                                                                   　　税関様式Ｃ第9024号

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 認定通関業者不認定通知書

                                                                                 平成　　年　　月　　日

                     　　　　　　　　　　　殿

　　　                                                         　　　　　税関長　　　　　　　　 

　
　　平成　　年　　月　　日付認定申請については、認定しないこととしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　    受 理 番 号

　　  受理年月日

　　  不認定理由



別紙６－37 
税関様式Ｃ第 9030 号 

特例輸入者 

特定保税承認者 

特定保税運送者 

特定輸出者 

認定通関業者 

承認・認定内容変更届 

（通関業の許可申請事項等の変更届兼用） 
 

平成   年   月   日 

         税 関 長     殿 

                  届出者 
                   住    所 

                   氏名又は名称                ◯印 

  （対象事業部門の名称） 

                   電 話 番 号       

                   輸出入者符号 

                   代表者名（法人の場合） 

 

                  代理人 

                   住    所 

                   氏名又は名称                ◯印 

 

 

平成  年  月  日付   番号    号により承認を受けた 

の内容について変更がありましたので、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１．変更内容等 

変更内容 変更理由 変更事実の発生年月日

   

 

２． 

・関税法第７条の５第１号イからハ 
・関税法第 51 条第１号イからハ（法第 

62 条において準用する場合を含む。） 
・関税法第 63 条の４第１号イからホ 
・関税法第 67 条の４第１号イからニ 
・関税法第 79 条第３項第１号イからニ 

のいずれかに該当する事実の有・無 

（該当する事実がある場合には、その内容） 

 

 

 
（注）１．住所及び氏名又は名称に変更があった場合には、登記事項証明書を添付してください。 

２．役員（代表者を含む）、代理人又は使用人その他の従業者に変更があった場合には、変更の内容を明示す

る書類（一覧表等）及び履歴書（役員以上）を添付してください。 

３．役員（代表者を含む）、代理人又は使用人その他の従業者の変更以外の場合は、「２．」欄の記入は不要で

す。 

４．法令遵守規則の変更の場合には、変更後の法令遵守規則を添付してください。 

特例輸入者
特定保税承認者
特定保税運送者
特定輸出者 
認定通関業者 

承認
認定 

承認 
認定 



別紙６－38 

税関様式Ｃ第 9050 号 

 

特例輸入者 

特定保税承認者 

特定保税運送者 

特定輸出者 

認定通関業者 

承認･認定取消書 

 

平成  年  月  日 

 

               殿 

 

 

                         税 関 長          ◯印 

 

 

平成  年  月  日付   番号    号により   した        の 

 

については、下記の理由により       ので、通知します。 

 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特例輸入者
特定保税承認者
特定保税運送者
特定輸出者 
認定通関業者 

取り消した
取り消す 

承認 
認定 

承認
認定

承認 
認定 



別紙６－39 

（規格Ａ４） 

税関様式 C 第 9160 号 
 

特定委託輸出申告包括申出書 
 

平成    年    月    日 
税 関 長 殿 

 
申請者（輸出者） 

住所又は居所 
氏名（名称及び代表権者の氏名）          

（署名） 
 
代理人 

住所又は居所 
氏名（名称及び代表権者の氏名）          
（署名） 

 
下記の貨物について関税法第６７条の３第１項の規定により同法第６７条の２第１項の規定の

適用を受けないことを希望しますので申し出ます。 
記 

申 告 を 行 う 期 間    年  月  日 から  年  月  日 まで 

品  名 （申告件数）                      （     件／月程度）

申告に係る貨物が置かれて

いる場所の所在地及び名称 
 

申告を行う認定通関業者の

氏名又は名称 
 

貨物を運送する特定保税 
運送者の氏名又は名称 

 

輸出の許可を受けようと 
する保税地域の所在地及 
び名称 

 

（注１）この申出書は特定委託輸出申告を行おうとする税関官署毎に２通提出して下さい。 

（注２）申請者欄には、住所又は居所及び氏名又は名称を記載の上、押印又は署名のいずれかを選択することが

できます（法人については、法人の居所及び名称並びにその代表権者の氏名を記載の上、法人又は代表権

者の押印若しくは代表権者の署名のいずれかを選択）。 

（注３）特定委託輸出申告を行おうとする貨物が置かれている場所、委託する認定通関業者又は特定保税運送者

が複数ある場合は、全ての場所の所在地及び名称、認定通関業者及び特定保税運送者の氏名又は名称等を

記載して下さい。 

（注４）特定委託輸出申告において、この申出書の受理番号を税関記事欄に入力する場合、特定保税運送者の氏

名又は名称、輸出の許可を受けようとする保税地域の所在地及び名称の申告を省略することができます。 



別紙６－40 

税関様式Ｃ第 9170 号 

特定委託輸出申告に関する貨物管理体制チェックシート 

認 定 通 関 業 者 名  担  当  者  名  

特定委託輸出者名  

保 管 場 所 の 

所 在 地 及 び 名 称 
 

保管場所の概要 

施設の概要（工場、倉庫、野積み場、その他） 

 

 

保管場所の管理者又は所有者 

 

 

保管貨物の概要 

１ 特定委託輸出申告に係る貨物の品名、状況（構造、用途、包装、性状等（ドライ、冷蔵・生鮮等））

 

 

 

２ 申告に係る貨物以外の貨物の品名、状況等） 

 

 

調 査 年 月 日  前回調査年月日  

立 会 人 名   

チ  ェ  ッ  ク  項 目 結果 

① 輸出しようとする貨物の在庫状況が、適時適切に把握されているか。  

② 輸出しようとする貨物の入出庫状況について、関係書類と貨物を対査するなどにより適正な

管理がなされているか。 
 

③ 貨物の亡失、盗難等を防止するため、人若しくは車両の出入り又は貨物の搬出入時に確認が

行われているか。 
 

④ 在庫状況、入出庫状況について、内容の記録及び一定期間の保存は行われているか。  

⑤ 輸出しようとする貨物とその他の貨物は適正に区分されているか。  

⑥ 保管中の貨物に異常があった場合の報告体制は整備されているか。  

⑦ 施錠、障壁、フェンス、照明等の十分な整備、警備員の配置及び定期的な巡回警備の実施が

なされているか。 
 

特記事項 

（注１）このチェックシートは、特定委託輸出申告の委託を受けた認定通関業者において、半年に１度、当該申告に係る貨物が置かれ

ている場所（保管場所）の状況について現地調査を行う際に確認する項目を記載した様式であり、保管場所毎に作成する必要が

あります。 

（注２）現地調査においては、保管場所の概要等を確認するとともに、チェック項目に従って、保管場所における貨物の管理状況等を

確認し、十分であると認める項目には結果欄に○を、不十分であると認める項目には×を記入して下さい。また、不十分である

項目についてはその具体的内容及び改善するために講じた措置について特記事項に記載して下さい。 

（注３）現地調査の実施の都度、その結果を当該貨物に係る申告を行おうとする税関官署に報告するとともに、当該貨物の運送に係る

特定保税運送者（輸出の許可後に他の特定保税運送者に運送を委託する場合における当該特定保税運送者を除く。）に連絡する必

要があります。 

（規格Ａ4） 



別紙６－41 

税関様式Ｔ第 1170 号 

 

製造用原料品等の譲渡届 

平成  年  月  日 

 

            税 関 長 殿 

 

譲 渡 人 

住    所 

氏名（名称及び代表権者の氏名） 

                          

（署    名） 

譲 受 人 

住    所 

氏名（名称及び代表権者の氏名） 

                          

（署    名） 

 

関税の減免を受けた製造用原料品を下記のとおり譲渡したいので関税定率法施行令第 11 条

の 2（第 49条）の規定により届け出ます。 

記 

品   名 数   量 
軽減又は免
除を受けた
関税の額 

輸入許可 

税 関 

輸入許可 

年 月 日 

輸入許可書

番 号

      

      

当該貨物が置かれている場所  

譲 渡 先 の 名 称 及 び 所 在 地  

譲 渡 し よ う と す る 理 由  

（注）1. 譲渡人及び譲受人欄には、住所及び氏名を記載の上、押印又は署名のいずれかを選

択することができます（法人においては、法人の住所及び名称並びにその代表権者の氏

名を記載の上、法人又は代表権者の押印若しくは代表権者の署名のいずれかを選択）。 

   2. この届出書は、2 通（蔵置場所所轄税関と譲渡先所轄税関とが異なる場合には 3通）

を譲渡しようとする前に製造用原料品等が置かれている場所の所在地を所轄する税関

に提出して下さい。 

（規格Ａ４） 




